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1.背景等 （１）背景等 

市町村における防災情報システムの課題（平成２６年８月総務省調査）  

 自治体における防災情報システムの課題として、「手作業とシステムが混在し抜け漏れや
入力の遅延が懸念」、「紙やホワイトボードによる管理、システムとFAXによる情報伝達が
混在し、すべての情報を可視化することが困難」が挙げられている。 

 災害時に自治体職員においては、災害情報の収集・分析・発信に大きな手間がかかって
おり、自治体内外（県・市・支所等）で災害情報がよりシームレスにやりとりできるシステム
が必要。 

防災情報システムを保有している市町村ないし都道府県防災情報システム設置端末を利用している市町村への質問 

課題として当てはまる 課題として当てはまらない 

未回答 

(団体) 
 

（回答数：1,378） 

手作業とシステムが混在し、抜け漏れ、入力遅延などが懸念される 
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1.背景等 （２）目的・体制 

本事業は、災害に係る情報の収集・分析・発信の遅延が甚大な被害をもたらす現状を踏まえ、
平成26年度補正予算施策「G空間防災システムとLアラートの連携推進事業」の一類型として、 
Lアラート等他システムとの自動連携を可能とする防災クラウド情報システムを構築し実証を行っ
た上で、データ連携等に係る標準仕様案（以下「システム標準仕様案」という）を作成するもの。 

 

目的 

体制 NTTデータ経営研究所（代表団体）、NTTコミュニケーションズ、NTT西日本、NTT、一般
財団法人地域情報化推進協会（APPLIC)で構成するコンソーシアム。 
宮崎県、都城市、延岡市が実証フィールドとして、協力。 
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2.実証の概要  （１）実証Ⅰ-1：防災クラウド情報システム構築 

① 情報収集の高度化 
①-1 情報自動収集機能：Lアラートから気象情報等を自動収集し、タイムライン（時系列管理）画面に表示 
①-2 災害情報共有機能：市町村やその支所が、自らの災害対応のためPCやタブレット端末で入力した災害情報を県と共有（ホワイトボードのシステム化） 
①-3 地図表示機能   ：避難所の開設状況や市町村がGIS上に入力した災害情報を都道府県と共有（地図への手書きのシステム化） 

② 情報分析の高度化 
②-1 自動集計機能      ：市町村が入力した災害情報を自動で集計し（消防庁第4号様式）、都道府県と共有 
②-2 エクセル出力機能 ：自動集計されたデータを容易に編集可能なエクセルに出力し、対策本部資料や報道機関向け資料を作成 

③ 情報発信の高度化 
③-1 Lアラート連携機能：災害情報（対策本部設置、住民発令、避難所開設情報）をLアラートに発信 
③-2 自動アラート機能 ：警報以上が発表された場合に、予め設定した職員の携帯電話等に自動メール発信 

気象情報 

情報収集 情報発信 

地図化災害情報 

市町村の災害情報 

情報分析 

①-2 災害情
報共有機能 

①-1 情報自
動収集機能 

県 

市町村 

②-1 自動集
計機能 

防災クラウド情報システム 

災害対
応状況
の確認 

Lアラートへ情報発信 
③-1 Lアラー
ト連携機能 

①-3 地図表
示機能 

予め設定した職員の
携帯電話等に自動

メール発信 
③-2 自動ア
ラート機能  

災害対
応状況
を入力 

タイムライン画面表示 
②-２ エクセル
出力機能 

① 防災クラウド情報システム・機能の概要 
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2.実証の概要  （１）実証Ⅰ-1：防災クラウド情報システム構築 

 既存の宮崎県防災システムは、専用ソフト、サーバ、ネットワーク及び端末で構成され、定型的な報告様式による
災害情報（発令、被害状況等）の集約等、当該都道府県で必要な機能のみ提供。 

 防災クラウド情報システムは、クラウド型システムで、市町村が使う機能（災害対応）及び県が使う機能（県内自
治体での情報の集約）の双方を提供。時系列（タイムライン）と地図での情報の一元把握が可能。 

② 参考：既存の県防災システムと本防災クラウド情報システムの比較 
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既存の宮崎県防災システム 防災クラウド 

機
能 

県庁が県下市町村から災害関連情報を集約するシステ
ム。県が必要な情報（消防庁への報告に係る情報）の
みを扱う 

市町村が自らの自治体の情報を、エクセル等で整理、集
計した上で、システムに入力 

地図機能なし 
Lアラートへの連携機能あり 

市町村が使う機能（人一人、家一軒レベルへの災
害対応）と、県が使う機能（県内災害情報の集
約）の両方を提供 

市町村で管理する情報が自動集計され、県に報告
される 

タイムラインと地図で情報を一元把握可能 
Lアラートへの連携機能あり 

利
用
環
境 

庁舎内のみで利用可能 
専用端末と専用ネットワークを利用 
 （高セキュリティ、高コスト、高安定性） 

庁内のみならず避難所等災害現場から利用可能 
PCのみならずタブレットなどモバイル端末が利用可能 
インターネット上で暗号化 

広
域
で
の 

活
用
可
能
性 

なし（専用サーバ、専用ソフトで構成） あり（他の都道府県での利用も想定） 



2.実証の概要  （２）実証Ⅰ-2：データ連携等標準仕様案の作成 

今回策定した標準仕様案を（一財）APPLIC 安心・安全WGに対して提言。同WGにおい本内容を踏まえた正式な標準仕様の改版に向けた議論・検
討を行い、H28年度中の標準仕様反映（ APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現ver1.2→ver.1.3））を目指す。 

 本実証結果を踏まえ、従来の防災情報共有のあり方（APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現ver1.2））をベースに、
以下２点の検討ポイントにおいて、クラウド型防災情報システムへの適用拡大に向け、既存の標準仕様がどのような影響を受けるか
について確認し、新たな標準仕様案を策定。 

    ① Lアラートへの情報発信について、データ連携の対象範囲に追加 
    ② 防災情報システムについて、クラウドという提供形態を考慮 

A県 

クラウド型防災情報システムへの適用拡大(今回見直し) 

A1市町村 

防災クラウド情報システム 

A県 
防災情報 
サービス 

A1市町村 
防災情報 
サービス 

防災情報 
システム 

①Lアラートへの情報発信
を対象範囲に追加 

従来型の防災情報共有の在り方 
 (APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様ver1.2) 

②クラウドというサービス提
供形態を意識し見直し検討 

A県 

A1市町村 

防災情報 
システム 

専用端末 

Webアクセス 

オンプレミス型システム同士の 
データ連携を想定 

専用端末 

Webアクセス 

業務検討範囲の明確化 

訓練シナリオにおける業務フローを 
ベースとしたユースケースの整理 

成果物 

機能一覧 
（案） 機能 

構成図 
（案） 

機能情報 
関連図 
（案） データ 

項目一覧 
（案） 

APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様
とのFit＆Gap 

データ連携標準仕様案作成 
（標準化への提言） 

<検討手順> 

（１）機能面   ： Lアラートへの情報発信、及びクラウドという提供形態を考慮。既存ユニットの内容に対する影響はない。 
（２）データ項目 ： Lアラートへの情報発信において影響がある。Lアラート連携を考慮した新たなデータ項目一覧（案）を作成する必要がある。 
（３）通信方式  ： オンプレミス型に加えクラウド提供型の拡張を考慮。既存ユニットの内容に対する影響はない。 
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Fit&Gapによる検討結果 

今後の予定 



2.実証の概要 （３）実証Ⅱ：災害対策標準化に対応した事例の作成 
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防災業務等の現状調査 
（県、都城市、延岡市） 

宮崎県下における過去の気象
災害事例調査・分析 

過去の気象災害事例を参考に
した宮崎県版の気象災害事例

モデル作成 

災害対策本部における情報活
動（収集・分析・判断）プロセ

スのフロー作成 

宮崎県の気象災害事例を軸にした宮崎県版の災害対策本部 
情報活動プロセスをフロー化 

宮崎で有効な水害対策タイムライン（時系列的整理）を作成 

宮崎県版の災害対策本部情報活動プロセスを検証するための 
訓練用シナリオ策定 

プロセス 自治体の評価 

・各自治体はタイムライン的な活動整理の必要性を認識していたところ
であり、今回の施策は有意義であった。 
・情報の流れの整理ができるので、地域防災計画の見直し時に今回の
取組みは活用できる。 
・訓練シナリオは実災害に沿ったものであり、今後の訓練でも活用できる
と考える 

近年の気象災害は極端現象（記録的な大雨等）により引き起こされるケースが多く、これまで以上に迅速・的確な災害対応判断が
求められている。災害対応を迅速かつ効率的に進めるためには、意思決定者が意思決定に資する情報を生成するプロセスが明確化され
ている必要がある。 
意思決定に資する情報を生成するプロセスとして、内閣府の標準化構成（災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ）を参考とし、

これに対応した宮崎県での事例を作成した。 
・災害対策本部水害対応タイムライン（時系列的整理）（宮崎県、都城市、延岡市連携） 
・防災訓練シナリオ（宮崎県、都城市、延岡市連携） 

事例作成の成果 

①内閣府の災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ(H26.3)における、災害対応業務の標準化構成に対応 
  した事例を作成 



2.実証の概要 （３）実証Ⅱ：災害対策標準化に対応した事例の作成 
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②参考：災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ（内閣府「災害対策標準化検討会議報告書」(H26.3)） 



2.実証の概要（４）実証Ⅲ：災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル）の作成 
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プロセス 

①災害対策本部ワークフローの検討 
 ・災害時における災害対策本部の運営フローの検討 
 
②災害対応における情報共有・オペレーションの検討 
 ・情報集約様式及び非定型情報の効果的な分類や集約
方法などの検討 

 
③関係者間における状況認識の統一に関する検討 
 ・災害対応業務における状況判断をするために集約すべき
情報、関係者間での状況認識を統一するために必要な情
報の検討 

情報目的の調査 
（内閣府等） 

災害対策本部のワーク
フロー調査 

（被災自治体) 

自治体防災情
報システム調査 

非定型情報の効
果的な分類や集
約方法の検討 

災害対策本部ワークフ
ローに関する調査 
（内閣府等） 

防災情報システ
ムの情報様式の

調査 

状況判断に資する
情報源の調査 

情報目的と情報源
に関する検討 

ワークフローと情報様式、
情報の統合検討 組織間連携に必要

な情報の検討 

宮崎県版の情報活動プロセス案の作成 

災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル） 

宮崎県版の災害対策本部訓練シナリオの作成 

▼① ▼② ▼③ 
検討内容 

 
 災害対策のためには、様々な情報を取得し、それを処理分析し意思決定を行い効果的なアクションにつなげる一連のプロセス（災害
対応マネジメント業務）が重要。 

 そこで、①災害対策本部ワークフロー、②災害対応における情報共有・オペレーション、③関係者間における状況認識の統一に関す
るそれぞれの検討を行い、宮崎県版の情報活動プロセス案の作成、及び災害対策本部訓練シナリオの作成を行った。 

 これらを用いて実証検証（防災訓練）を実施し、災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル）を取りまとめた。 

標準的事例作成の成果 
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３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練（災情報連携訓練） 

 平成27年12月18日（金）14時～16時に、宮崎県庁、都城市役所、延岡市役所の3拠点で同
時に連携して、防災クラウド情報システムを用いた防災訓練を実施。情報集約等の業務の効率化や
情報共有の迅速化等について検証。 

 宮崎県及び２市の災害対策本部員の中から、情報の集約を行う職員が参加し、仮想の台風の接
近を想定したシナリオに沿って、各自治体が対応状況を当該システムに登録する、シュミレーション訓
練形式で実施。 

延岡市役所 

宮崎県庁 
都城市役所 

警報以上の情報が職員の携
帯電話あてに自動送信 

被害情報をタブレットで入力 
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（１）概要 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
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 市の担当職員が避難勧告・指示の発令や、被害状況の報告等を適時入力することで、県・
市においては、それらの情報がタイムライン（時系列）で表示されるとともに、被害状況や避
難所情報も地図上で一覧表示できることを確認。 

 従来のホワイトボードと白地図を代替するものとして、その有効性を検証。 

タイムライン 

地図上での被害状況、避難所等表示 都城市のトップ画面 

（２）市の入力情報の時系列 
   表示及び地図上一覧表示 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練       （３）市における災害情報の入力 

 

14 延岡市の入力画面 

 自動入力や選択入力を用いることにより、職員の入力負担を軽減。 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
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 全画面表示により、被害状況や避難所に関する情報を地図上で一覧可能。 
 県職員が、災害情報について、全域を俯瞰して地図で把握することができることの有効性を
検証。 

 

宮崎県の地図全画面表示 

（４）県による地図上での 
    県内災害情報の把握 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練        （５）Lアラートへの情報発信 
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 防災クラウド情報システムで入力された、災害対策本部設置、住民発令、避難所開設情
報を、既存の県防災システムを経由して、人手を介することなくＬアラートに発信し、職員の
稼働削減につながることを検証。 

延岡市でのLアラートビューワ画面 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
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 市やその支所が、適時被害情報を入力※することで、市から県に報告する被害情報を自動
集計。集計された情報は当該市での確認後、県に自動配信。また、消防庁第４号様式に
即したエクセルに出力し、市の対策本部や報道機関向け資料を容易に作成可能。 

 以上により、職員の負担が軽減できることを検証。 
   ※入力に当たっては、今後一層の普及が見込まれるタブレット端末も使用。地図上での入力も可能。 

延岡市の被害情報自動集計画面 

（６）市における被害 
    情報の自動集計 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
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 各市から県に配信・報告される被害状況を自動集計。これにより、県においては県内自治
体の被害情報を迅速に一元的に把握することが可能。 

 集約された情報は、エクセルに出力し、報道機関向け資料等を容易に作成可能。 
 以上により、職員の負担が軽減されることを検証。 

（７）県における県内自治体 
    の被害状況の自動集計 

宮崎県の被害状況自動集計画面 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
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 各市から県に配信・報告される避難世帯数、避難者数を自動集計。これにより、県において
は県内自治体の避難情報を迅速に一元的に把握することが可能。 

 エクセルに出力し、報道機関向け資料等を容易に作成可能。 
 以上により、職員の負担が軽減されることを検証。 

（８）県における県内自治体 
    の避難状況の自動集計 

宮崎県の避難状況自動集計画面 



３. 防災クラウド情報システムを用いた防災訓練            （９）評価 
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ポジティブ評価 ネガティブ評価 改善対応 

機
能
性 

実際の業務フローに沿っており、
直感的に使える。 
タイムラインと地図で情報が一覧
で把握できる。 
庁内各部署の情報が一元的に
把握できる。 
入力した情報が二度手間なく共
有できる。 

県への報告業務の手間はあまり
軽減されない。 
 

－ 

信
頼
性 

－ 
開発途上のため安定性に欠ける。 
ネット経由で利用することで信頼
性が低下しないか。 

 アクセス負荷対応やプログラムの
改善による負荷軽減により、安
定化を図った。 

 信頼性向上に向けてLGWAN
など閉域網の活用も考えられる。 

拡
張
性 

インターネット経由で、支所や避
難所から利用できるため、迅速に
情報が把握できる。 

－ － 

 関係自治体職員に、当該システムの利便性及び使いやすさの2点について、ディスカッションとアンケー
トによる評価を実施。 

 情報共有等に関する職員の手間の軽減や、情報の一元的な把握に役立つことを確認。   



 １．背景等 
    （１）背景等 
    （２）目的・体制 
  
 ２．実証の概要 
    （１）実証Ⅰー１ ：防災クラウド情報システム構築 
    （２）実証Ⅰー２ ：データ連携等標準仕様案の作成 
    （３）実証Ⅱ   ：災害対策標準化に対応した事例の作成 
                  （内閣府の災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ 
                   (H26.3)における、災害対応業務の標準化構成に対応 
                   した災害対策本部水害対応タイムライン、及び防災訓練 
                   シナリオの作成） 
    （４） 実証Ⅲ  ：災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル） 
                  の作成 
          
 ３．防災クラウド情報システムを用いた防災訓練 
   （情報連携訓練） 
 
 ４．今後の展開 
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４.今後の展開 本実証事業の成果と事業終了以降の取組内容 

 
 防災クラウド情報システムの構築・実証を通じたデータ連携に係る標準仕様案（システム標準仕様
案）の策定。 

   ⇒ APPLIC※防災情報共有ユニットｖ１．２をベースに、下記２点の検討結果を反映した改版案 
       ①Lアラートへの情報発信について、データ連携の対象範囲に追加 
       ②防災情報システムについて、クラウドという提供形態を考慮 
           ※APPLIC：全国地域情報化推進協会。自治体、ベンダー、学識者等を会員として、官民一体となって地域情報化施策の総合的な推進を図る 

                    一般財団法人。会長：山村 雅之（東日本電信電話(株) 代表取締役社長）、副会長：飯泉 嘉門（徳島県知事）、副会長：遠藤 信博 
                    （日本電気（株）代表取締役 執行役員社長） 

 
 

   
 

本実証事業成果 

 
本実証において作成したシステム標準仕様案をベースに、APPLICの技術専門委員会等において協議を
行い、既存の、「APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現ver1.2）」の拡充を図ったシステム標準仕
様を確定する予定。 

本実証終了後 

  
「システム標準仕様」準拠製品の普及により、自治体における防災業務の効率化が図られることを期待。 
また、本事業に関与したAPPLIC及びNTTグループ企業等において、地方公共団体職員向け災害対応
業務・防災訓練計画や防災クラウド情報システムの活用等に係るセミナー等を提供予定。 

システム標準仕様確定後 
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